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   石綿による健康被害の救済に関する法律の一部を改正する法律案 

 石綿による健康被害の救済に関する法律（平成十八年法律第四号）の一部を次のように

改正する。 

 第二条第二項中「「施行日」という。）」の下に「から十年を経過する日（以下「十年

経過日」という。）」を加える。 

 第二十二条第二項中「六年」を「十六年」に、「五年」を「十五年」に改める。 

 第五十九条第五項中「六年」を「十六年」に改める。 

 第六十条第一項第三号中「改正法」を「平成二十年改正法」に改め、「経過した日まで

の間において」の下に「、死亡労働者等が施行日から石綿による健康被害の救済に関する

法律の一部を改正する法律（平成二十三年法律第▼▼▼号。以下「平成二十三年改正法」

という。）の施行の日の前日の五年前の日までに死亡した者である場合にあってはその死

亡の時から平成二十三年改正法の施行の日までの間において、死亡労働者等が平成二十三

年改正法の施行の日の五年前の日から十年経過日の前日までに死亡した者である場合にあ

ってはその死亡の時から五年を経過した日までの間において」を加える。 

 第六十二条第一号中「改正法」を「平成二十年改正法」に改め、「経過した日におい

て」の下に「、死亡労働者等が施行日から平成二十三年改正法の施行の日の前日の五年前

の日までに死亡した者である場合にあっては平成二十三年改正法の施行の日において、死

亡労働者等が平成二十三年改正法の施行の日の五年前の日から十年経過日の前日までに死

亡した者である場合にあってはその死亡の時から五年を経過した日において」を加える。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

第二条 平成十八年三月二十七日からこの法律の施行の日の前日の五年前の日までに死亡

したこの法律による改正後の石綿による健康被害の救済に関する法律（以下「新法」と

いう。）第二条第二項の死亡労働者等に係る新法第五十九条第二項の特別遺族給付金の

支給の請求に関する新法第六十四条第二項の規定の適用については、同項中「支給の請

求をした日の属する月」とあるのは、「死亡労働者等の死亡の時から五年を経過した日

の属する月」とする。 

 （見直し） 

第三条 政府は、この法律の施行後五年以内に、新法の施行の状況について検討を加え、

その結果に基づいて必要な見直しを行うものとする。 



     理 由 

 石綿による健康被害を受けた者及びその遺族に対する救済の充実を図るため、特別遺族

弔慰金等及び特別遺族給付金の請求期限の延長並びに特別遺族給付金の支給対象の拡大を

行う必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。 



   本案施行に要する経費 

 本案施行に要する経費としては、平年度約六十五億円の見込みである。 


